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現在の告知の現状

• チラシ 冊子など紙媒体

• ネット HPでの告知 SNS YouTube

• 記者クラブ発表

• イベントなど



チラシの展開

各種チラシを全国の消費者センター
へ配布する

チラシの内容に応じて関係団体に配
布を依頼

例） 補聴器を購入する際は専門機関
に相談するように呼びかけ

→ 老人クラブなど



チラシの展開

例）ハガキを使った

架空請求の注意喚起

→ 郵便局



紙媒体 学校の授業用教材



Facebook

• Facebook



Twitter



消費者庁HP



問題点

• 見ずらい

• 何がどこにあるかわかりにくい

• リンクがきれている

• HPの更新が遅い





記者クラブへの発表

• リリースからでた記事などあれば



マスク高額送料問題





告知方法の提案

① PRの活用

② 啓蒙活動

③ デジタル消費者保護組織

④ デジタル施策について



PRとはパブリック・リレーションズの略で、企業や団体が社会と良い関係を構築す
るための活動をいう。有料の媒体スペースを買い取って行われる広告よりもパ
ブリシティなどの方法によって行われることが多い



PR

リリースはゴミ箱へ

広告にはお金かかるPRは安く広がる

口コミの力 Twitterなどの拡散力を活用

情報発信ではなく情報開発

文脈で発信

メディア動かすのはネタでなくネタそのものを
メディアがくいつくように加工していくこと



消費者庁PR動画

• https://www.caa.go.jp/policies/policy/consum
er_education/public_awareness/gekkan/2020
/

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_education/public_awareness/gekkan/2020/


広がるPRのポイント

ニュースは新しさ

ニュースはデーター

PRタイムズ 東京都は導入済み



東京都



啓蒙活動

• ピンクリボンプロジェクト

乳がんを撲滅しようというプロジェクト

• 乳がんは早期に発見で９５％が助かる。健診を
啓蒙する為に行政 市民団体企業がピンクのリ
ボンをあしらった商品を発売

• 外資企業が啓蒙イベントなど実施

• 自治体がいくら健診しようといっても女性は動か
ない











BPO

• 放送における言論・表現の自由を確保しつつ、
視聴者の基本的人権を擁護するため、放送へ
の苦情や放送倫理の問題に対応する、第三者
の機関です。
主に、視聴者などから問題があると指摘された
番組・放送を検証して、放送界全体、あるいは特
定の局に意見や見解を伝え、一般にも公表し、
放送界の自律と放送の質の向上を促します。

• ※BPOはNHKと民放連によって設置された第三
者機関です。



放送人権委員会



放送倫理委員会



青少年委員会



デジタル消費者保護組織（DCPO)

• 日本消費者機構があるがデジタルのはない

• デジタル商品のだましの手口 対処法

• デジタルに詳しくない人向けの啓蒙

• スマホの事はスマホで解決



FIJについて



デジタル対応

• ①twitterを使い危険性だけでなく、「サブスク楽しむ機会が増えました。ただし、解約出来なくて困
ることも、トラブルの際にはこのような救済策があります」のような論調で、デジタル消費を楽しむ
→トラブルの例→救済策、このようなツイートをするのが良いでしょう。

•

• ②noteという若い人に人気のブログサービスがあります。上記と同じ流れで、コンテンツを書きそ
れをtwitterで拡散する。

•

• ③PR Timesなどでコンテンツを定期的に流すのも良いでしょう
•

• ④1番使われているサービスはLINEなのでLINEと消費者庁で提携を模索するのは良いでしょう。
•

• ⑤YouTubeでユーチューバーを使って救済策があることを啓蒙すると若い人に拡がります。対象が
若い人ならYouTubeがダントツです。

•

• コレらの施策を複合的に設計すると国民の隅々まで届けることができます。
•



農林水産省PR動画

• https://youtu.be/Mlky1vJI0EY

https://youtu.be/Mlky1vJI0EY

